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の操作及びその後の確認作業の是非については、全交流電源喪失（SBO）直後からの
系統確認としかるべき運転操作に迅速に対応できなかった。しかし IC の操作に関して
はマニュアルもなく、また運転員は十分訓練されていなかった。さらに、本事故にお
いてはおそらく早期のうちに IC の蒸気管に非凝縮性の水素ガスが充満し、そのために
自然循環が阻害され、IC が機能喪失していたと当委員会は推測している。こうした事
情を考慮すれば、単純に事故当時の運転員の判断や操作の非を問うことはできない。
東電の経営陣が耐震工事の遅れ及び津波対策の先送りの事実を把握し、福島第一原
発の脆弱性を認識していたと考えられることから、被災時の現場の状態はある程度事
前にも想像できたはずである。少なくとも、発電所の脆弱性を補うためにも、シビア
アクシデント時に現場で対応する準備を行わせるのは、経営として必要なことであっ
た。東電の本店及び発電所の幹部も、このような状況下で、少なくとも緊急時の現場
の対応について準備をすることが必要であった。以上を考えれば、これは運転員・作
業員個人の問題に帰するのではなく、東電の組織的問題として考えるべき事柄である。
ベントライン構成についても、電源が喪失し放射線量の高い中でのライン構成作業
自体が困難であり、かつ時間がかかるものであった。シビアアクシデント手順書の中
の図面も不備であったことが判明しており、見づらい図面を時間に追われつつ、懐中
電灯で解明する作業を強いられた。官邸はベントに時間がかかることから東電への不
信が高まったとしているが、実際の作業は困難を極めるものであった。
多重防護が一気に破られ、同時に 4基の原子炉の電源が喪失するという中で、2号
機の原子炉隔離時冷却系（RCIC）が長時間稼働したこと、2号機のブローアウトパネ
ルが脱落したこと、協力会社の決死のがれき処理が思った以上に進んだことなど、偶
然というべき状況がなければ、2、3号機はさらに厳しい状況に陥ったとも考えられる。
シビアアクシデント対策がない状態で、直流電源も含めた全電源喪失状況を作り出し
てしまったことで、既にその後の結果は避けられなかったと判断した。

　当委員会は「過酷事故に対する十分な準備、レベルの高い知識と訓練、機材の点
検がなされ、また、緊急性について運転員・作業員に対する時間的要件の具体的
な指示ができる準備があれば、より効果的な事後対応ができた可能性は否定でき
ない。すなわち、東電の組織的な問題である」と認識する（提言 4に対応）。

【緊急時対応の問題】
いったん事故が発災した後の緊急時対応について、官邸、規制当局、東電経営陣に
は、その準備も心構えもなく、その結果、被害拡大を防ぐことはできなかった。保安
院は、原子力災害対策本部の事務局としての役割を果たすことが期待されたが、過去
の事故の規模を超える災害への備えはなく、本来の機能を果たすことはできなかった。
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官邸は、発災直後の最も重要な時間帯に、緊急事態宣言を速やかに出すことができな
かった。本来、官邸は現地対策本部を通じて事業者とコンタクトをすべきとされてい
た。しかし、官邸は東電の本店及び現場に直接的な指示を出し、そのことによって現
場の指揮命令系統が混乱した。さらに、15日に東電本店内に設置された統合対策本部
も法的な根拠はなかった。
1号機のベントの必要性については、官邸、規制当局あるいは東電とも一致してい

たが、官邸はベントがいつまでも実施されないことから東電に疑念、不信を持った。
東電は平時の連絡先である保安院にはベントの作業中である旨を伝えていたが、それ
が経産省のトップ、そして官邸に伝えられていたという事実は認められない。保安院
の機能不全、東電本店の情報不足は結果として官邸と東電の間の不信を募らせ、その
後、総理が発電所の現場に直接乗り込み指示を行う事態になった。その後も続いた官
邸による発電所の現場への直接的な介入は、現場対応の重要な時間を無駄にするとい
うだけでなく、指揮命令系統の混乱を拡大する結果となった。
東電本店は、的確な情報を官邸に伝えるとともに、発電所の現場の技術的支援とい

う重要な役割を果たすべきであったが、官邸の顔色をうかがいながら、むしろ官邸の
意向を現場に伝える役割だけの状態に陥った。3月 14日、2号機の状況が厳しくなる
中で、東電が全員撤退を考えているのではないかという点について、東電と官邸の間
で認識のギャップが拡大したが、この根源には、両者の相互不信が広がる中で、東電
の清水社長が官邸の意向を探るかのような曖昧な連絡に終始した点があったと考えら
れる。ただし、①発電所の現場は全面退避を一切考えていなかったこと、②東電本店
においても退避基準の検討は進められていたが、全面退避が決定された形跡はなく、
清水社長が官邸に呼ばれる前に確定した退避計画も緊急対応メンバーを残して退避す
るといった内容であったこと、③当時、清水社長から連絡を受けた保安院長は全面退
避の相談とは受け止めなかったこと、④テレビ会議システムでつながっていたオフサ
イトセンターにおいても全面退避が議論されているという認識がなかったこと等から
判断して、総理によって東電の全員撤退が阻止されたと理解することはできない。
重要なのは時の総理の個人の能力、判断に依存するのではなく、国民の安全を守る

ことのできる危機管理の仕組みを構築することである。

　当委員会は、事故の進展を止められなかった、あるいは被害を最小化できな
かった最大の原因は「官邸及び規制当局を含めた危機管理体制が機能しなかった
こと」、そして「緊急時対応において事業者の責任、政府の責任の境界が曖昧であっ
たこと」にあると結論付けた（提言２に対応）。

【被害拡大の要因】
事故発災当時、政府から自治体に対する連絡が遅れたばかりではなく、その深刻さ


